
　

％

No.

( )( )( )( )

No.

( )( )( )( )

２

経常利益 億円
25.0 24.7 31.3 26.8

自己評価（目標未達の場合はその理由） 今後の取組方針（目標未達の場合は必ず記載）

入居率92％の維持や社債発行に伴う支払利息の低減等
により目標を6.8億円上回る26.8億円を達成

備考

Ａ
21.0 20.0 20.0 20.0

【収支健全化に向けた経営改善】

項目 単位 （27年度） 28年度 29年度 30年度 30年度自己評価

92.8
Ａ

92.0 92.0 92.0 92.0

１

一般賃貸住宅入居率 ％
92.4 92.1 92.3

自己評価（目標未達の場合はその理由） 今後の取組方針（目標未達の場合は必ず記載）

耐震改修、建替、団地再編等で一部募集停止をせざる
を得ない状況の中、市場のニーズに応じたプラン変更
の継続実施や様々な情報手段（アナログ・デジタル）
を活用した広告宣伝等により目標を0.8％上回る92.8％
を達成

備考

【県民サービスの向上】

項目 単位 （27年度） 28年度 29年度 30年度 30年度自己評価

県出資率 50.0

２　法人運営における現状の課題

公社に求められる公共的役割を果たしていくためには、安定的な経営を継続させていくことが不可欠
であり、公社としては、将来にわたって安定的な経営を行いながら財政的自立（県の損失補償、借入
金への利子補給に依存しない）を図り、公共的役割を継続的に果たし地域社会に貢献していくこと
で、公社の存在価値を高めていく。

３　経営改善目標の達成に向けた取組実績等
　*  項目ごとに、下段の（　）内に目標を、上段に実績を記載してください。

基本財産等 30,000,000 　　円 県出資額 15,000,000 円

設立年月日 　昭和41年６月30日 代表者名 　理事長　猪股　篤雄

所在地 　横浜市中区日本大通33 電話番号 　045（651）1831

（様式６）

経営改善目標の達成に向けた取組状況

１　法人の概要（令和元年７月１日現在）

法人名 　神奈川県住宅供給公社



No.

( )( )( )( )

( )( )( )( )

No.

( )( )( )( )

( )( )( )( )

No.

( )( )( )( )

No.

( )( )( )( )95.0 95.0 95.0

自己評価（目標未達の場合はその理由） 今後の取組方針（目標未達の場合は必ず記載）

項目 単位 （27年度） 28年度 29年度 30年度 30年度自己評価

６

ケア付高齢者住宅入居率 ％
95.0 94.7 95.0 95.0

新規入居戸数は昨年度を上回る62戸（29年度56戸）を
獲得し目標の95.0％を達成

備考

Ａ
95.0

2.8
Ａ

2.3 1.9 2.3 2.8

５

ケア付高齢者住宅管理事
業に係る経営改善額

億円
1.3 1.9 2.3

自己評価（目標未達の場合はその理由） 今後の取組方針（目標未達の場合は必ず記載）

管理運営費値上げによる増収、その他運営費用の見直
し等による経費削減、住宅金融支援機構借入金（県利
子補給付）の公社債借換え等により計2.8億円改善し目
標を達成

備考

公社債発行
100億円発行 170億円発行 発行なし

項目 単位 （27年度） 28年度 29年度 30年度 30年度自己評価

公社債発行 公社債発行 公社債発行 公社債発行

Ａ
格付維持 格付維持 格付維持 格付維持

30年度自己評価

４

格付取得
格付AA 格付AA 格付AA 格付AA

項目 単位 （27年度） 28年度 29年度 30年度

自己評価（目標未達の場合はその理由） 今後の取組方針（目標未達の場合は必ず記載）

格付AAを維持。社債発行に向け投資家へのＩＲ活動等
に努めた結果、平成30年４月に10年債100億円(金利
0.325％)、20年債70億円(金利0.709％)、計170億円の
社債を発行(無担保、無保証）

備考

170億円発行

36.6

79.0 96.9 47.7

借入金は自己資金により目標を17.9億円上回る54.5億
円を削減。また、損失補償も目標を236.2億円上回る
267.3億円の削減を達成

備考

平成30年度は損失補償付借入金の借換えにあたり、県
損失補償に頼らない社債発行、シンジケートローンを
用いたことにより、多額の損失補償削減を達成

267.3

32.6 96.9 31.2 31.1

項目 単位 （27年度） 28年度 29年度 30年度 30年度自己評価

３

借入金削減額 億円
24.8 35.7 52.9

（うち損失補償削減額） 億円

自己評価（目標未達の場合はその理由） 今後の取組方針（目標未達の場合は必ず記載）

54.5

Ａ
14.4 35.7 36.4



No.

( )( )( )( )

No.

( )( )( )( )

No.

( )( )( )( )

No.

( )( )( )( )

目標を3,223千円上回る21,241千円を達成

備考

10

Ａ
18,768 18,182 18,018 18,018

自己評価（目標未達の場合はその理由） 今後の取組方針（目標未達の場合は必ず記載）

30年度自己評価

従業員一人当り経常利益 千円
21,947 21,301 25,463 21,241

項目 単位 （27年度） 28年度 29年度 30年度

Ａ
1.07 1.01 1.01 1.03

自己評価（目標未達の場合はその理由） 今後の取組方針（目標未達の場合は必ず記載）

29.1 30.1 31.7

自己評価（目標未達の場合はその理由） 今後の取組方針（目標未達の場合は必ず記載）

30年度自己評価

９

総資本経常利益率 ％
1.24 1.24 1.60 1.40

項目 単位 （27年度） 28年度 29年度 30年度

目標を0.37％上回る1.40％を達成

備考

30年度自己評価

８

自己資本比率 ％
27.6 29.1 30.4 32.0

項目 単位 （27年度） 28年度 29年度 30年度

平成19年度から12年連続で経常利益20億円以上を達成
し、目標を0.3％上回る32.0％を達成

備考

Ａ
27.0

Ａ
93.5 93.5 93.5 93.5

自己評価（目標未達の場合はその理由） 今後の取組方針（目標未達の場合は必ず記載）

30年度自己評価

７

若葉台団地賃貸住宅入居
率

％
94.8 93.8 94.4 93.5

項目 単位 （27年度） 28年度 29年度 30年度

団地全体の活性化とともに継続されているプラン変更
や募集キャンペーン、体験入居室運営等により、目標
を達成

備考



　平成30年度の取組実績については、経営計画の目標の柱である「経常利益」や「借入金削減額」について、
経営改善目標を上回って達成した。平成30年４月には、社債発行に向けて投資家へのＩＲ活動等に努めた結
果、無担保・無保証となる170億円の社債を発行するなど、県からの財政的自立に向けた経営改善は着実に進ん
でいる。
　ケア付高齢者住宅事業については、「ケア付高齢者住宅管理事業に係る経営改善額」の目標を達成し、前年
を上回る新規入居戸数となったものの、依然として赤字であり、令和４年度までの黒字化に向けた一層の取組
を要する。
　今後も、老朽化した団地の建替え・集約、計画的・効果的な修繕による長寿命化など、既存ストックの有効
活用を進め、収益性の確保と建物の機能維持・向上を図りながら、「経常利益」等の経営改善目標を達成する
よう、引き続き経営体質の強化を求めていく。

６　第三セクター等改革推進部会の総合評価・今後の取組に向けた意見

評価結果

概ね着実に取組が進められている。
Ａ

４　取組実績等についての総括（法人）
 平成25年6月、公社は「財政的自立を図りながら公共的役割を果たす」との経営理念を明文化した10箇年の
「経営計画（平成25～34年度）」を策定し、その中で3箇年及び10箇年の計画目標を定め、同計画達成への取組
に努めた。これを受けて、平成25年10月、県の「住宅供給公社民営化の基本方針」が廃止され、当公社は引続
き、地方住宅供給公社法に基づく法人として経営の一層の効率化を図りつつ、県からの財政的自立を進めてい
くこととした。また、平成26年3月には、次年度の公社債発行に向け、格付機関から「長期発行体格付ＡＡ」を
取得した。
　平成28年6月に経営計画を改定し、その中で「平成28年度からの3箇年計画」を定めた。平成30年度は平成29
年度に引続き3箇年計画に掲げた目標を全て達成した。
　また、平成30年度決算は、平成19年度以降、12期連続で経常利益20億円以上を達成し、自己資本比率を
32.0％まで高めることが出来た。借入金については、約定通り返済を行い、借入金及び社債の合計期末残高
は、計画を17.9億円上回る前期末比54.5億円減少の983.5億円となり、県損失補償残高も計画を236.2億円上回
る前期末比267.3億円減少の354.5億円にまで削減することが出来た。
　併せて、商品競争力を高める長期安定的な取組として、老朽化が進む賃貸事業資産の建替えや長寿命化工事
（募集促進工事）を実施し、超少子高齢対策である高齢者事業や団地再生事業を通じた「地域包括ケア・子育
て支援」を引き続き推進する。また、お客様の多様化したライフスタイルに応じた「生涯賃貸」を目指し、引
続き経営目標達成に向けて取り組む。

５　取組実績等についての総括（所管課）


